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動し、1909 年 5 月には吉林東南路視察使公署の翻訳官となった。李は在間朝鮮人にたいし
て積極的に中国籍への帰化を促した人物でもあった6。 






























































 朝鮮人の間島への移住は 1910 年度以前までは、主に北間島が中心となっていたが、1910
年の「日韓併合」、特に新民会の間島移住計画の推進後、西間島地域においても移住者が急
速的に増えるようになった。 
























成教育を行なっていた。1911 年には「新興講習所」の第１回特別科の 40 余名が修了した18。 
 当時、耕学社と「新興講習所」の運営資金は、李哲榮・李會榮一家の財産と新民会から
の資金補助で行なっていた。しかし、1911 年には大凶と風土病が流行り、その上に 1910









1912 年 7 月には、新民会が世に注目されていたため、「新興学校」の校舎を人の往来が








































































1919 年 3 月 1 日、朝鮮国内では「3・1 独立運動」が展開し、間島においても各地で「独





















朝鮮人 1 千戸ごとに総監を置き、1 百戸には百家長を、10 戸には十室長を置いて、「分区制」




















1920 年 6 月、大韓独立軍の鳳梧洞戦闘（汪清県鳳悟洞：司令官・洪範図）、10 月北路軍
政署の青山里戦闘（和龍県三道溝青山里：司令官・金佐鎭）で敗れた日本は、その報復の
ため、11 月に咸鏡北道の会寧に駐屯していた歩兵 75 連隊を派遣し、明東村をはじめとする
間島地域で朝鮮人数万人を数ヶ月にわたり報復殺傷した。これを「庚申惨変」、「間島惨
変」（間島朝鮮人大虐殺事件）という。『独立新聞』（1920 年 12 月 19 日付）によると、




400 余人が参加したという44。そのため、1920 年 7 月に新興武官学校が閉校されるように
なった。 
新興武官学校は閉校されたが、その卒業者や関係者によってその精神が継承され、朝鮮
人独立運動はより活発に行なうようになった。1919 年 11 月に義烈団（団長：金元鳳）が






















































































 こうして 1925 年 3 月に北間島で新民府が結成されると、間島の独立運動団体は正義府、


































































そのため、臨政は 1925 年 3 月 23 日に今まで米国で外交活動に専念していた李承晩大統
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